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研究成果の概要（和文）：　本研究は、子育て家庭のための家庭訪問事業にまつわるソーシャルワーク実践モデルの原
版づくりを目的としている。
　1年目には、1.文献研究から、各種家庭訪問事業の実態とその問題・課題を把握し、実践モデルの枠組みと構成要素
を分析・考察した。2.米国フロリダ州ピネラス郡の現地調査を通じ、子ども虐待予防の家庭訪問事業等の内容・方法や
自治体内の仕組みについて学ぶとともに、資料収集等をおこなった。2年目～3年目には、3.全国の自治体を対象に、乳
児家庭全戸訪問事業および養育支援訪問事業の実態調査を行い、4.これらの分析をもとに実践モデルの原版づくりと、
その一部教材や情報等を発信するFBを開設している。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study is to develop a tentative home visiting social work 
practice model for families to child-raising in Japan. In the first year accomplished the following: 1. 
Formed a framework and components of the practice model considering the actual situation and 
problems/tasks of various home-visit services from literature review. 2. Through a field study in 
Pinellas, Florida, USA, we gathered information and learned about home-visit services and the system used 
by the local government for preventing child abuse. In the second and third years accomplished the 
following: 3. Implemented fact-finding surveys to all local government regarding the home-visit service 
for all families with a baby and the home-visit service for support of child-raising. 4. Developed a 
tentative practice model analyzing and considering the results of the surveys and established a Facebook 
page for delivering the information and educational materials about the model.

研究分野：子ども家庭福祉

キーワード： 子育て家庭　家庭訪問事業　実践モデル　開発的研究　M-D&D　子ども虐待予防

  １版
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１．研究開始当初の背景 
とどまるところなく増加している子ども
虐待について、その発生予防のため、2009 年
より乳児家庭全戸訪問事業と養育支援訪問
事業が各自治体ではじめられた。これらの事
業には、保健師、助産師や保育士等の専門職、
あるいは児童委員や子育て経験者等の非専
門職を登用できる。わが国にはこのような事
業の実績は過去になく、各自治体が工夫を凝
らし実施しているところである。妊娠から出
産を経て子育てがはじまったその過程で、そ
の折々に生じる子どもとその親のニーズに
対し、その時に必要な支援にもとづいて、各
自治体のどのサービスによりどのようにそ
の家庭を支援していくのか、各自治体が実施
する家庭訪問サービスや他子育て支援サー
ビスを内包する、個々の子育て家庭を中心と
した実践モデルの開発が求められる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、わが国で実施されている
子育て家庭を支援するための家庭訪問事業
をソーシャルワーク実践の視点からとらえ、
それらを利用する子育て家庭を中心とした
ケースマネジメントと家庭訪問員のスーパ
ービジョンのためのソーシャルワーク実践
モデルを研究開発することである。 
現在、母子保健領域の訪問指導や児童福祉
領域の家庭訪問等、各自治体により家庭訪問
サービスはさまざまな形で行われている。こ
の実践モデルは、各子育て家庭のニーズに応
じたサービスが提供できるよう、事業間のひ
ずみなく各自治体の事業や地域の状況に合
わせてシステム化できるものとする必要が
ある。 
 
３．研究の方法 
 子育て支援・家庭訪問ソーシャルワーク
実践モデルの開発を目的とする本研究では、
実践モデル開発のための手続きである芝野
（2002）のM-D&D（修正デザイン・アン
ド・ディベロップメント）の手続きを用い、
3ヵ年で、フェーズⅠ「問題の把握と分析」
とフェーズⅡ「叩き台のデザイン」までの
家庭訪問実践モデルの原版づくりを行う。 
フェーズⅠの「問題の把握と分析」とし
ては、文献研究および自治体に対する量的
調査の実施と、フェーズⅡ「叩き台のデザ
イン」のための調査として、米国フロリダ
州ピネラス郡の子ども虐待予防事業および
体制についての現地調査を行い、それらを
もとに実践モデルの叩き台（原版）を構築
する。 
 
４．研究成果 
(1)文献研究 
 子育て家庭を対象とした母子保健および
子ども家庭福祉領域の種々家庭訪問事業に
関する文献研究から、各種家庭訪問事業の実

態とその問題や課題を把握し、家庭訪問ソー
シャルワーク実践モデル（以下、家庭訪問 SW
実践モデル）の構成要素を分析・考察した。
さまざまな取り組みがありながらも、家庭訪
問の効果的な実施における情報は断片的で
あり、それらを統合して家庭訪問事業のプロ
セスや各段階の実施ポイント等を整理し、枠
組みと構成要素を提案した。 
 
(2)米国フロリダ州ピネラス郡の現地調査 
 アメリカはフロリダ州ピネラス郡の保健
福祉課が実施する子ども虐待予防の Happy 
Families Pinellas の各種家庭訪問事業を中
心とした事業内容・方法や自治体内の仕組み
について学ぶとともに資料収集等をおこな
い、わが国の家庭訪問 SW 実践モデルに援用
できる仕組みの上での要素や、家庭訪問にて
活用されうるアセスメント・ツール、あそ
び・教材等について検討した。 
 
(3)全国自治体対象の量的調査 
 全国の自治体を対象に（指定都市を含む
1,742 の市区町村）、乳児全戸家庭訪問事業お
よび養育支援訪問事業の実態調査を実施し
た。 
調査対象：全国 1742 市区町村（指定都市を
含む）の子育て支援担当部署で本事業を調整、
統括する担当者（以下、実務統括担当者） 
調査方法：無記名自記式質問紙調査 
質問紙配布方法：市区町村の子育て支援担当
部局宛とした郵送法 
調査期間：2013（平成 25）年 12 月 1日～2014
（平成 26）年 3月 31 日 
倫理的配慮：研究代表者の所属大学・倫理委
員会の審査を経て実施した。 
 
■「乳児家庭全戸訪問事業」に関する実態調
査 
質問項目： 
Ⅰ．貴市区町村について（9項目） 
Ⅱ．「乳児家庭全戸訪問事業」の実施体制に
ついて（6項目） 
Ⅲ．平成 24 年度の事業実績について（6項目） 
Ⅳ．「乳児家庭全戸訪問事業」と「新生児訪
問指導事業」との関係について（2項目） 
Ⅴ．「乳児家庭全戸訪問事業」の実施方法に
ついて（6項目） 
Ⅵ．「乳児家庭全戸問事業」に関する現状に
ついて〈10件法〉（80 項目） 
Ⅶ．貴市区町村の本事業および子育て支援全
般の現状について〈10 件法〉（5項目） 
Ⅷ．「乳児家庭全戸訪問事業」で使用してい
る資料について（※本事業で実施している資
料の種類の選択とその添付を依頼） 
回答結果： 
質問紙の回収・有効回答数は 722 件、回収・
有効回答率 41.2％ 
①記述的統計の分析 
多くの自治体で、実施開始から 5年程度経
過しており、安定した本事業の実施が望める



時期に来ているが、常勤・非常勤の人数を見
ると、担当部局・訪問者ともに十分な人数を
確保できていると言えるほどではない。自治
体差が大きいことが予測される。 
訪問者としては、保健師など保健医療職種
の配置が多く、「現状」や「考え」の平均値
ランキングにおいても同様の傾向にあり、福
祉職の配置については消極的な傾向であっ
た。 
本事業のガイドラインにある基本的な事
項である体制づくりや訪問者の研修などは
実施できている傾向にある。「現状」「考え」
の平均値ランキングにおいても、それぞれで
上位に位置しており同様の傾向にあった。一
方で研修日数は短く、研修内容も基本的な知
識の習得に留まっており、専門的知識を身に
付ける内容の実施は少ない。本事業の質の向
上や担保に欠かせない訪問者の人材育成に
ついては研修内容の検討も含めて課題であ
る。 
本事業の対象家庭への事業案内の機会や
案内方法、訪問前に得ている情報については、
複数の方法を用いている自治体が多い傾向
にあった。また、訪問できなかったケースに
ついても、複数の方法を組み合わせて対象家
庭との接触と把握に努めている傾向にある。 
対象家庭への訪問については、概ね 4ヶ月ま
でに実施している自治体が多く、ケース検討
会議や継続支援を必要とするケースは、それ
ほど多くはなかった。継続支援を必要とする
ケースの引継ぎ先としては、「母子保健担当
部署」「養育支援訪問事業」が主であり、そ
れ以外の福祉部門などにはあまり引継がれ
ていないことも明らかとなった。「現状」の
平均値ランキングにおいても、「障がい児支
援担当部署」「住民票・戸籍管轄部署」「保育
所・幼稚園・認定こども園」「児童相談所」「医
療機関」「民生・児童委員・主任児童委員」「学
校」については、中位に留まっており、さま
ざまな部署との協働体制はそれほどとられ
ていない傾向にある。児童福祉部門や子ども
を守る地域ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）調整機関については、ケース対応
会議メンバーに入っている割合は3割程度に
とどまっているが、「考え」の平均値ランキ
ングでは、これら部門との協働の必要性につ
いての項目が上位にあがってきており、協働
体制づくりの強化の必要性が示唆される。し
かしながら、これら児童福祉部門を除くと、
「考え」の平均値ランキングは、先に述べた
「現状」の平均値ランキングの協働に関する
項目と同様の傾向にあり、児童福祉部門以外
の部署との協働の必要性はあまり感じてい
ないともとらえられる。 
「現状」「考え」の平均値ランキングを俯
瞰すると、スーパービジョン体制、コンサル
テーション体制など職員の質の担保に関わ
る項目については、「考え」ているほどには
「現状」には実施できていない傾向にある。
また、支援の継続性の判断を行うためなどの

ツール利用や事業の評価（事業評価・利用者
評価）については、まだ十分に行われていな
いと考えらえる。これらも本事業の質の向上
や担保に関わる内容と言え、課題であること
が明らかとなった。 
②因子分析・重回帰分析 
本事業を実施している市区町村 688 件（回
収数の 95.3％）を対象とした。質問項目「Ⅵ．
貴市区町村の本事業に関する現状について」
（80 項目；現状としてどれくらいできている
か）」と「Ⅶ．貴市区町村の本事業および子
育て支援全般の現状について」の「本事業が
うまくいっている」を用いて、因子分析なら
びに重回帰分析をおこなった。 
「Ⅵ．貴市区町村の本事業に関する現状に
ついて」の 80 項目の回答（「十分できている」
から「まったくできていない」の 10 件法）
について、「現状」の値に対し探索的因子分
析（主因子法、バリマックス回転）をおこな
った。固有値 1.00 以上のルールとスクリー
プロットを用い因子を抽出して行った。最終、
4 因子での分析で因子構造の安定した解が得
られた。因子寄与率は 36.249％、α係数を用
いた各因子項目の内的一貫性（信頼性）につ
いても十分な値が示された。第 1因子は「ソ
ーシャルワーク体制」（α＝.873）、第 2因子
は「他機関・他部署と協働する体制」（α
＝.859）、第 3因子は「訪問体制」（α＝.736）、
第 4因子は「人的資源の量と質を確保する体
制」（α＝.831）と名付けた。 
次に、抽出した 4因子が「本事業がうまく
いっている」（従属変数）に影響を与えてい
るかについて重回帰分析（強制投入法）を実
施した。その結果、有意なモデルを得ること
ができた（F（4,643）＝56.769，p＜0.01，
調整済み R²＝.256）。各因子が従属変数に与
える影響をみると、「ソーシャルワーク体制」
（β＝.116，p<0.05）、「他機関・他部署と協
働する体制」（β＝.167，p<0.01）、「訪問体
制」（β＝.377，p<0.01）、「人的資源の量と
質を確保する体制」（β＝.015）であり、「人
的資源の量と質を確保する体制」以外の要因
が従属変数に有意な影響を及ぼしていた。 
考察としては、まず、「継続支援の必要性
を判断する一定の指標がある」、「継続支援の
必要性を判断するための既製・既存のツール
を用いる」、「支援の必要性が高いと思われる
ケースや緊急性を判断するための一定の指
標がある」などの項目から成るソーシャルワ
ーク実践のための方法や仕組みに関する因
子が抽出され、重回帰分析において、本事業
がうまくいくために影響力があることが示
された。また、「保育所・幼稚園・認定こど
も園と協働する体制がある」「障がい児支援
担当部署と協働する体制がある」「学校と協
働する体制がある」などの項目から成る他機
関・他部署との協働に関する因子が抽出され、
重回帰分析でこの因子の影響力も示された。
次に「訪問者は訪問家庭の親の不安や悩みを
傾聴し、相談にのることができる」「本事業



訪問対象家庭を的確に把握する」「訪問者は
訪問家庭に子育て支援に関する情報提供が
できる」などの項目から成る本事業の訪問体
制に関する因子が抽出された。この因子は重
回帰分析において、本事業がうまくいくこと
にもっとも影響を示した因子であり、本事業
の要である訪問自体にかかわり、訪問者の力
量ともいえる因子が鍵をにぎることが示唆
された。 
 
■「養育支援訪問事業」に関する実態調査 
質問項目 
Ⅰ．貴市区町村について（9項目） 
Ⅱ．「養育支援訪問事業」の実施体制・方法
について（8項目） 
Ⅲ．昨年度（平成 24 年度）の事業実績につ
いて（7項目） 
Ⅳ．貴市区町村の「養育支援訪問事業」に関
する現状について〈10 件法〉（91 項目） 
Ⅴ．貴市区町村の本事業および子育て支援全
般の現状について〈10 件法〉（5項目） 
Ⅵ．「養育支援訪問事業」で使用している資
料について（※本事業で実施している資料の
種類の選択とその添付を依頼） 
回答結果：質問紙の回収数 661 件、有効回答
数 660 件、有効回答率 37.8％ 
①記述的統計の分析 
本調査に回答いただき、養育訪問支援事業
を実施している自治体の 6割は、本事業が法
定化された頃より事業をはじめており、本事
業の実施体制・方法について定まりつつある
時期にきていると考えられる。本事業は、多
くは自治体が実施・運営主体であり、訪問支
援者の委託のある自治体が 25％程で、委託し
ての実施は少ない傾向にある。スタッフにつ
いては非常勤よりは常勤職員で、本事業担当
部署内担当職員、中核機関職員、あるいは訪
問支援者にしても、一人あたりの実訪問支援
家庭数が 10 件までの自治体が多いようであ
る。職種としては、社会福祉専門職者よりは
医療保健専門職者の配置の方が多い。「考え」
の平均値では、実務統括担当者がどのような
職種の配置が重要と考えているかについて
はばらつきがある。また、本事業は主に出産
後間もない養育者で、子ども虐待のグレーゾ
ーン、ハイリスクケースに提供されているこ
とがわかった。 
本事業のガイドラインにある基本的な体
制は敷かれており、機能しているようである
（事業担当部署職員、中核機関職員、訪問支
援者の配置、保健・福祉関連部署・機関との
協働・連携や関係機関からの紹介・送致体制、
訪問支援者の基本的スキル、個別ケース検討
会議の設置など）。本事業と他部署・機関と
のつながりは、母子保健領域、乳児家庭全戸
訪問事業と医療機関が主流であり、福祉関連
部署・機関をより活用していくことが望まれ
よう。訪問支援者の研修では、年間の研修日
数がきわめて少なく、その内容も基礎的な知
識でさえ実施率は決して高くない。量（日

数）・質（内容）ともに不十分であることが
指摘されうる。同様に、実務統括担当者がみ
る「現状」や「考え」からは、スーパービジ
ョンやコンサルテーションが重要視されて
いるにもかかわらず、現状ではあまりできて
いないことが示された。本事業を担うスタッ
フの資質向上をどのようにはかっていくか
が求められる。 
本事業の案内は、どれも低率であり（乳児
家庭全戸訪問を通じて以外）、複数回にわた
って、あるいは複数の手段を用いて案内して
いる自治体は少ない。妊娠した時から本事業
の案内をはじめている自治体は3割程である。
住民により知らせていく必要がある。 
本事業では、中断ケースがきわめて少ない
一方で、年間の終結ケースは実支援家庭数と
の関連でみると1年以上にわたって支援して
いるケースもあるであろうことが推測され
る。紹介／対応を依頼したことのある他部
署・機関がまったくない（0 か所）自治体も
多く、本事業の支援対象ケースは、他事業・
サービスを併用したりしながら本事業で対
応している傾向にある。支援対象家庭のニー
ズを満たしていくうえで、他部署・機関との
連携等々について検討していく必要があろ
う。 
アセスメントや支援計画の立案、目標達成
状況や支援計画の見直し、終結の判断を行う
ためなどのツールの活用や事業の評価（事業
評価・利用者評価）については、あまりとり
組まれていない。これらも本事業の支援の質
に大きくかかわるものであり、どの自治体の
支援も一定の水準をもちえるようになるた
めには重要なこととして考えられねばなら
ない。 
②因子分析・重回帰分析 
本事業を実施している市区町村 468 件（有
効回答数の 70.9％）を対象とした。質問項目
「Ⅳ．貴市区町村の「養育支援訪問事業」に
関する現状について」91 項目と「Ⅴ．貴市区
町村の「養育支援訪問事業」および子育て支
援全般の現状について」の「1．貴市区町村
の養育支援訪問事業はうまくいっている」を
用いて、因子分析ならびに重回帰分析をおこ
なった。 
「Ⅳ．貴市区町村の「養育支援訪問事業」
に関する現状について」（現状としてどれく
らい実施できているか）91 項目の回答（「十
分できている」から「まったくできていない」
の 10 件法）について、探索的因子分析（主
因子法、バリマックス回転）をおこなった。
固有値 1.00 以上のルールとスクリープロッ
トを用い因子を抽出して行った。4 因子での
分析で因子構造の安定した解が得られた。因
子寄与率は 45.920％、α係数を用いた各因子
項目の内的一貫性（信頼性）についても十分
な値が示された。第 1因子は「実践のモデル
化」、第 2 因子は「中核機関の役割と業務」、
第3因子は「地域の関係機関等との協働体制」、
第 4因子は「本事業担当部署担当職員と専門



的相談支援の訪問支援者の人材確保」と名づ
けた。 
次に、抽出した 4因子が、本事業は「うま
くいっている」（従属変数）に影響を与えて
いるかについて重回帰分析（強制投入法）を
実施した。その結果、有意なモデルを得るこ
とができた（F（4,400）＝30.899，p＜0.01，
調整済み R²＝.228）。従属変数に与える影響
をみると、「本事業担当部署担当職員と専門
的相談支援の訪問支援者の人材確保」（β
＝.226，p<0.01）がもっとも貢献しており、
次いで順に「中核機関の役割と業務」（β
＝.203，p<0.01）、「実践のモデル化」（β
＝.174，p<0.01）、「地域の関係機関等との協
働体制」（β＝.096，p<0.05）となった。 
考察としては、重回帰分析により得られた
モデルの説明力はさほど高くはなかったが、
本事業が「うまくいっている」と抽出された
4 因子との関係を予測するのに役立つと判断
されうる。まず、「本事業担当部署担当職員
と専門的相談支援の訪問支援者の人材確保」
の独立変数からは、数を確保することと、医
療保健専門職者を配置することがあがって
おり、本事業の対象ケースでは医療保健領域
のニーズ支援が要であることが推察されう
る。「中核機関の役割と業務」に関しては、
関係者と意思疎通をよくはかり、それぞれの
役割や業務分担を明確化していくことの重
要性が示唆される。「実践のモデル化」は、
本研究の目的・意義となるところであり、影
響力は大きくないものの、本事業の運営体制
や方法等々の仕組みづくりの重要性が浮き
彫りになった。「地域の関係機関等との協働
体制」からは、保健医療領域に限らず、むし
ろ地域のなかの教育機関、福祉機関・施設・
関係者との協働が大事であることが示され
たといえよう。 
 
(4) 家庭訪問 SW 実践モデルの原版 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

家庭訪問 SW 実践モデルのモジュールとな
ろう教材や情報等を、フェースブック・ペー
ジ「子育て家庭への家庭訪問〜役立つ子育て
情報集〜うららのネタ帳」を立ち上げ、配信
した。これは、研究成果を公表するためだけ
でなく、本研究で開発する実践モデルを将来
的にはICTを用いプログラミングしたものと
して広く普及させていく方向性のなかで、フ
ェイスブック・ページの可能性について試行
したものである。 
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